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地域主導による震災からの漁業・漁村の復興

（鴻巣　正）

東日本大震災からの復興政策においては、地域

主導による震災復興の動向が注目されている。特

に、復興交付金や復興基金，復興特区制度の動向

が焦点になっている。

震災復興は、被災者の視点にたって地域の実情

に応じて進める必要があり、地域主導の本旨も、

地域の主体性と裁量を拡大しようというものであ

る。被災地域の多くは沿岸地区に集中し、水産業

の復興なくして地域の復興はなく、地域が真に必

要な制度となるよう改善が必要である。

さらに、漁協は漁村地域における共助の拠点で

あり、漁業・漁村の本格的復興を成し遂げるため

には、漁協の役割発揮が不可欠である。

農村女性起業の経営発展と課題
（室屋有宏）

近年、農村の女性起業に対する関心が高まって

いる。農村を取り巻く環境が厳しいなかで、農村

女性による食品加工、直売、農家レストラン等の

活動は、強い輝きを放つ存在であり、地域活性化

の観点からも大きな期待が寄せられている。

しかし、農村女性起業の実態をみていくと決し

て明るい面ばかりとはいえず、高齢化に伴う活動

の停滞や経済環境の悪化等がもたらす影響も次第

に大きくなっている。

本稿では、農村における女性起業についてその

特質および現状について概観したうえで、農村女

性起業としては規模が大きく、法人化されている

２事例の経営展開の過程をたどりなから、なぜ事

業の拡大が可能になったのか、また現在直面して

いる課題は何かということを実態的にみてみたい。

2012年の内外経済金融の展望
（南　武志、山口勝義、木村俊文、王　雷軒）

大震災からの復旧が一巡した日本経済であるが、

欧州債務問題の深刻化や新興国経済の減速などを

受けて世界経済の成長がスローダウンしているこ

とから、最近では足踏み気味になっている。12年

度に入れば、復興需要が本格化してくることが想

定されるが、輸出環境の好転は展望し難く、復興

期としては力不足感が否めない結果となるだろう。

なお、円高・デフレ状態はしばらく残ることにな

り、日本銀行は一段の緩和措置を求められるだろ

う。

野田内閣では、日本が債務問題に苦しむユーロ

圏の二の舞にならないよう、増税措置に着手し始

めた。しかし、デフレ下で財政再建を進めるのは

困難であり、経済成長とのバランスをとっていく

ことが求められている。

農協信用事業の回顧と展望
（田口さつき、若林剛志）

2011年度の農協信用事業は、東日本大震災の影

響を受け、特に農協貯金は 3月以降、前年比増加

率が急激に上昇した。これには被災県での保険金

等の受け取りの影響が考えられる。

貸出金は、10年 9月以降は減少傾向にある。こ

れまで増加の牽引役であった住宅ローンの勢いが

鈍り、県市町村・公社公団貸付は前年から減少し

たことが要因として挙げられる。金融機関の住宅

ローンは、住宅金融支援機構のフラット35Sの金利

引下幅拡大による残高急増の影響を大きく受けた。

また、地公体貸付の減少は、他業態が地公体向け

貸出に積極的に取り組んでいること等の影響を受

けた。今後も住宅ローンや県市町村・公社公団貸

付の著しい市場拡大は見込めず、農協貸出金にと

って厳しい環境が続くと見られる。
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潮流　格付会社のガバナンス問題
情勢判断
復興需要の本格化は新年度入り後にズレ込む
公算
情勢判断（海外経済金融）

1　回復の勢いがやや持ち直す米国経済
2　拡大が続く“ユーロ・プレミアム”と
欧州の今後

3　注目される12月上旬開催の中央経済工作
会議

経済見通し
2011～13年度経済見通し
今月の焦点
現状維持となった米国の金融政策
分析レポート

1　地域銀行の年金受給者向け会員制の現状
2　21世紀金融行動原則の採択について
3　景気動向指数改定の概要とその影響

連載
1　経済指標の窓
　　財政関連指標①　プライマリーバランス
2　経済金融用語の基礎知識
　　問われるCDS市場の存在意義

2011年12月号

金融市場

潮流　誰のための復興か
情勢判断

1　2011年度末にかけて国内景気は足踏みする
可能性も

2　2011～13年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

情勢判断（海外経済金融）
1　雇用改善の兆しが見られる米国経済
2　2012年も積極的財政政策と中立的金融政策
の継続

今月の焦点
中国人民銀行のバランスシートの変化
分析レポート

1　ユーロ圏財政危機の原因・経過・今後
2　「地元と共にあり、共に栄える」
東濃信用金庫

3　さらなる預り資産販売強化を目指す
中国銀行

4　郵便局㈱の移動店舗車活用
連載

1　経済指標の窓
　　財政関連指標②　国民負担率
2　経済金融用語の基礎知識
　　注目されるカウンターパーティ・リスク

2011（平成23）年の主な出来事
海外の話題
シンガポールの劇場で思う「未消化な発展」

2012年 1月号

日本の稲作の現状と政策課題
（清水徹朗）

昨年末に日本はTPP参加に向けた事前協議を開

始することを決定し、日本農業の構造改革の方針

を示したが、統計データに基づく分析がなされて

おらず、本稿では2010年農業センサスを中心に稲

作の現状と政策の課題を整理したものである。

日本の稲作は現在も零細な兼業農家によって支

えられており、稲作労働の季節性、稲作所得の低

水準等によりこの構造を短期間に改革することは

困難である。農政として小規模稲作を正当に位置

付けるべきであり、日本は食料自給率を引き下げ

る可能性のあるTPPには参加すべきでない。
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協同組合の新たな位置付け
（原　弘平）

欧州諸国における財政危機問題、米国で発生し

た格差社会への抗議、これらは、国家・市場への

過度な依存が、ともに大きな壁にぶつかりつつあ

る先進国社会の現状を象徴している。そうした中、

協同組合を含めた様々な市民的経済活動は、国家

でも市場でもない経済の主体、経済のあり方とし

て、今改めてその可能性が注目されつつある。本

稿は、協同組合の社会的な位置づけが歴史的にど

のように変遷し、今それがどのような形になりつ

つあるか、またその背景にある社会科学の変化を

概観し、協同組合の今後のあり方を考えようとす

るものである。

農林金融2011年12月号
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